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決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円154 一 般 管 理 費 3,432,381 3,116,963 地方創生の推進秘 書 課 負 35,078 事 業 名 金 額 内 容広 報 広 聴 課 手 56,464政 策 推 進 課 財 9 千円 「住んで良し」「働いて良し」「訪れて良し」の奈良県を実現するため、奈 良 県 地 方 創 生国 際 課 寄 187,331 1,581 「奈良県地方創生総合戦略」による取組を推進推 進 事 業総 務 課 諸 634 奈良県地方創生本部会議、地方創生シンポジウムの開催等行 政 経 営 課 ㊀ 2,837,447人 事 課 人材・組織マネジメントと財政マネジメント［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］総務厚生センター １ 「公表」「対話」を文化とした行政経営 4,200千円財 政 課 事 業 名 金 額 内 容税 務 課管 財 課 千円 地域が抱える課題をテーマに、知事、市町村長、テーマの専門家による地 域 フ ォ ー ラ ム情 報 シ ス テ ム 課 3,279 パネルディスカッションを行うフォーラムを開催開 催 事 業営 繕 課 実施回数 ９回会 計 局監 査 委 員 事 務 局 多様化・複雑化する県政の課題を解決するため、県内の大学等に在籍する大学生等から、県政に関わる政策提案を募集し、公開コンペにより優県内大学生が創る 秀と認められる提案を事業化するとともに、県内大学生も事業実施に参921奈 良 の 未 来 事 業 加応募数 23提案最優秀賞１提案、優秀賞２提案を選考２ 内部統制事 業 名 金 額 内 容千円 県政課題や施策の成果を分析、評価し、「平成27年度 重点課題に関す行 政 評 価 の 実 施 1,042 る評価」としてとりまとめ、公表３ マネジメント力の強化事 業 名 金 額 内 容千円 第３セクター等及び県所管課の会計担当者を対象とした地方公会計等に第 ３ セ ク タ ー 等 関するセミナーを開催2,362マネジメント強化事業 実施日 平成28年10月28日、平成29年２月28日「統一的な基準」に基づく財務書類等の作成検討４ 歳入の確保 998千円事 業 名 金 額 内 容千円 税外債権の適正な管理及び回収を強化するため、弁護士による債権管理業務の検証や、債権管理を担当する職員を対象にした研修、法律相談を税 外 未 収 金 625 実施回 収 支 援 事 業 研修実施日 平成28年７月８日、10月27日法律相談実施日 平成28年11月30日、平成29年２月10日



寄付型クラウドファン 県の実施する事業について、寄付型クラウドファンディングを活用してディングを活用した共感 事業に共感を持った県内外の支援者から寄付を募集373プロジェクト推進事業 募集事業件数 ３件(職員発政策提案事業) 寄付成立件数 ２件５ 県有資産の有効活用 47,477千円事 業 名 金 額 内 容千円 県有資産を経営資源として有効に活用するとともに､適正な管理を図り､ファシリティマネジ 2,673 経営的な観点から資産活用を推進するファシリティマネジメントを実施メ ン ト 推 進 事 業 ファシリティマネジメント支援システムの運用奈良県地域別将来人口推計システムの開発県域における公共施設の再配置等の検討のため、小地域（字）単位で将来人口を推計し、地図に表示するシステムを開発県域ファシリティ 44,557 公共施設分析比較検討（早稲田大学連携）マネジメント推進事業 市町村が保有する文化施設について利用状況等の比較分析を行い、市町村間での共同利用・共同運営等の検討を実施市町村とのワーキンググループを開催 ５回公の施設の運営改善及び利用者満足度の向上に活用するため、利用者からの意見及びその回答を掲示するボードを設置設置場所 県立美術館、万葉文化館、橿原考古学研究所附属博物館、うだ・アニマルパーク、図書情報館、平城京歴史館、公の施設運営改善 247 社会福祉総合センター、民俗博物館推進プロジェクト ご意見数 763件公の施設職員を対象とした決算書類の見方・分析手法に関するセミナーを開催実施日 平成28年８月１日、８日、22日、29日、９月５日154 人 事 管 理 費 2,448,688 2,316,856 人材・組織マネジメントと財政マネジメント［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］人 事 課 負 555 １ 戦略的な人材の育成 2,517千円総務厚生センター 財 42,461 事 業 名 金 額 内 容財 政 課 ㊀ 2,273,840 千円 地方創生時代を勝ち抜く人材育成を図るため、新たなパーソネルマネジ新たなパーソネル メント構築に向けた取組を実施2,417マネジメント研究事業 有識者による懇話会等を経て、平成29年３月にパーソネルマネジメントの基本方針「奈良県行政経営改革推進プログラム」を策定ふるさと知事ネットワーク参加県間において、職員の相互派遣による交ふるさと知事ネット 流を実施ワーク 職員の相互 100 期 間 ２年派遣による交流事業 相互派遣先 宮崎県１名（平成27年４月より派遣）



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ２ 電子自治体の推進事 業 名 金 額 内 容総務事務システム 千円 職員の給与、旅費等の総務事務に係る業務の効率化を図るためのシステ201,339運 用 事 業 ムの更新・運用156 自 治 研 修 費 108,720 95,625 ３ 戦略的な人材の育成(人 事 課) 財 72 事 業 名 金 額 内 容諸 4,681㊀ 90,872 千円 職位基本研修（指名必修制）の実施新規採用職員から課長級職員までの職位に応じた研修 計1,103名修了うち 新規採用職員早期戦力化プログラムの実施 計 511名修了研修科目の一部を民間研修機関に委託能力開発研修（公募選択制）の実施知識・技能養成プログラム ９科目 計 306名修了業務遂行能力養成プログラム 11科目 計 193名修了折衝・調整力養成プログラム ６科目 計 112名修了実践的かつ効果的な 40,168 管理監督能力養成プログラム １科目 計 ７名修了研 修 の 実 施 うち 市町村との合同研修の実施 ４科目 計 82名修了研修業務を民間研修機関に委託派遣研修の実施自治大学校への職員派遣 ６名政策研究大学院大学への職員派遣（修士課程１年） ２名（短期特別研修） １名国際大学への職員派遣 １名自治体国際化協会への職員派遣 １名158 広 報 広 聴 費 604,072 564,773 ４ 「公表」「対話」を文化とした行政経営 522,958千円(広 報 広 聴 課) 国 4,454 事 業 名 金 額 内 容諸 18,122㊀ 542,197 千円 県民の関心の高い県政情報を、より豊富に、わかりやすく提供刊 行 物 等 に よ る 県民だより奈良 年12回発行 560,400部／回189,672県 政 広 報 点字県民だより奈良 年12回発行 200部／回声の県民だより奈良 年12回発行 170部／回県の魅力を効果的に県外へ発信するため、他県の広報紙へ広告を掲載他府県広報紙による 2,989 掲載県 ８県（山形県、埼玉県、山梨県、三重県、和歌山県、県 政 広 報 事 業 鳥取県、島根県、沖縄県）



「なら いいね！」広報紙「県民だより奈良」のテレビ版番組放送日 毎月 第２土曜日 21時00分～21時30分第４土曜日 21時00分～21時30分（再放送）「せんとくん通信」現地リポートにより奈良の地域情報を発信放送日 毎週 火曜日 18時30分頃～（約10分）「県政フラッシュ」県政の動き、お知らせをお届けするニュース番組テレビによる県政広報 261,717 放送日 毎週 日曜日・火曜日 22時54分～23時「ならフライデー９」１週間のオール奈良のニュースをわかりやすく発信する総合ニュース番組放送日 毎週 金曜日 20時57分～21時52分「奈良県ウィークリー情報」テレビのデータ放送により、県政情報を発信「県政スポットＣＭ」県政各分野の施策を30秒のメッセージでわかりやすく放送放送回数 年742回イ ン タ ー ネ ッ ト 利用者の利便性を高めた動画サイトにより、県政・広報情報を配信2,739放 送 局 運 営 事 業 掲載動画本数 年190本スマホアプリによる 奈良の地域ニュース、県のジャーナル等の情報をスマートフォン等利用9,530奈良のニュース発信事業 者に発信する無料配信アプリを開設デジタルサイネージに 県政ニュース、県の主要イベント等の情報を発信するデジタルサイネーよる県政ニュース 9,634 ジを増設 ２カ所発 信 強 化 事 業 地元紙・全国紙等に県政広告を掲載新聞等による県政広報 45,597 首都圏・関西圏向け情報誌へ県政広告を掲載県・市町村への各種相談や問い合わせに一元的に対応する窓口を運営県相談機関等を対象とした電話対応研修の実施開催回数 基本研修（講義中心） ４回「相談ならダイヤル」 応用研修（ロールプレイング中心） ３回1,080の 運 営 成 果 指 標 26年度 27年度 28年度「相談ならダイヤル」への相談等のうち、１次窓口（広報広聴課）で回答した割合（％） 53.9 57.9 46.4



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円160 会 計 管 理 費 131,177 122,339 ５ 内部統制 205千円(会 計 局) 諸 34,850 事 業 名 金 額 内 容㊀ 87,489 千円 奈良県公契約条例の円滑かつ適正な運用及び普及推進公 契 約 条 例 奈良県特定公契約（業務委託）総合入札落札者決定基準に係る学識経97適 正 運 用 事 業 験者への意見聴取を実施平成28年９月23日、26日、11月28日、12月１日会計事務の一層の適正化に向け、ｅラーニングによる会計事務研修を実会 計 事 務 適 正 化 108 施プロ ジェ クト事 業 受講期間 平成28年８月８日～12月22日 受講者数 602名162 財 産 管 理 費 1,468,832 1,164,545 観光の振興［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］総務厚生センター 国 869 にぎわいの拠点づくり財 政 課 使 156,809 事 業 名 金 額 内 容管 財 課 財 47,216営 繕 課 越 6,717 県庁舎エレベーター 千円 公共建築物への県産材の利用を推進するため、県庁舎エレベーターホー100,289諸 23,735 ホール等木質化事業 ル等の県産材による木質化を実施起 146,000㊀ 783,199 安全・安心の確保（防災危機管理の強化）［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］前年度繰越分 前年度繰越分 耐震化の推進6,788 6,717 事 業 名 金 額 内 容当該年度分 当該年度分1,462,044 1,157,828 千円 震災時に防災拠点としての機能を果たすため、本庁舎の電気設備を耐震翌年度へ繰越 県 庁 舎 電 気 設 備 型の機器に更新110,96189,964 耐 震 改 修 事 業 本庁舎地下１階の変圧器（電灯変圧器、動力変圧器）及び配電盤（電灯盤、動力盤）等県庁舎厨房等の整備事 業 名 金 額 内 容千円 県庁舎６階において、職員の福利厚生として民間事業者による食事提供県庁舎厨房等整備事業 59,138 事業を行うための厨房等を整備164 情 報 管 理 費 1,017,916 903,922 南部地域・東部地域の振興［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(情 報 シ ス テ ム 課) 国 144,667 住み続けられる地域づくり 20,561千円諸 3,696 事 業 名 金 額 内 容起 133,200㊀ 622,359 奈良県情報通信基盤 千円 災害に強い情報通信ネットワークを確保するため、大和路情報ハイウェ9,167前年度繰越分 前年度繰越分 運 営 事 業 イ県南部幹線のバックアップ回線を運用266,600 266,565当該年度分 当該年度分 災害時の通信手段を確保するため、衛星インターネット回線を運用751,316 637,357 南部農林振興事務所林業振興第二課緊 急 時 情 報 発 信翌年度へ繰越 1,259 吉野土木事務所工務第一課天川・黒滝方面係ネットワーク整備事業63,003 吉野土木事務所工務第二課五條土木事務所工務第二課



地域間における情報通信格差の是正を目的として市町村が行う携帯電話等エリア整備に要する経費に対し補助携 帯 電 話 等 補助先（国庫補助） 御杖村10,096エ リ ア 整 備 事 業 整備に係る公債費のうち、地方交付税算入額及び事業者負担分を差し引いた額を補助補助先（県単補助） 上北山村、野迫川村市町村情報処理業務 南部・東部地域の小規模地方公共団体の情報処理事務共同化に向けた取39支 援 事 業 組を推進人材・組織マネジメントと財政マネジメント［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］電子自治体の推進 645,876千円事 業 名 金 額 内 容情 報 シ ス テ ム 千円 奈良県第二次情報システム最適化計画に基づき、庁内情報システムを統94,117最 適 化 事 業 合する基盤の運用奈良県情報通信基盤 大和路情報ハイウェイの運営156,625運 営 事 業 県及び出先機関の高速回線網の運用統合宛名システムの保守及び接続テストの実施マイナンバー制度 全国の地方公共団体が保有する情報を連携するシステムを整備・運用す38,951の 推 進 る地方公共団体情報システム機構への負担金マイナンバー利用事務を扱うネットワークとインターネット環境の分離人事給与システム コスト削減、セキュリティの向上及び業務効率の向上を図った人事給与28,923運 用 事 業 システムの運用統合財務システム 予算編成、財務会計、財産管理及び新地方公会計制度に対応した統合財51,399運 用 事 業 務システムの運用申請等行政手続の 県民がインターネットを利用して、いつでも申請・届出等の行政手続きオンラインサービス 9,296 が行えるシステムの運用運 用 事 業 申請届出 388事務 講座申込 75事務 施設予約 12事務自 治 体 情 報 県内市町村のインターネットの出口を一元化し、県内全域の不正アクセセキュリティクラウド 266,565 スの集中監視を行う等、高度なセキュリティ対策を講じるための基盤と構 築 事 業 なる情報セキュリティクラウドを構築



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円164 国 際 交 流 推 進 費 331,609 209,499 くらしやすいまちづくり（にぎわいのある住みよいまちづくり）［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(国 際 課) 手 34,125 88,600千円財 5,953 事 業 名 金 額 内 容諸 25,193㊀ 144,228 千円 友好交流提携協定書に基づく友好交流を推進国際交流に関心のある青年を派遣中国陝西省・韓国忠清南道 平成28年９月７日～11日高校生国際交流・国際理解講座の開催実施回数 ６回戦略的専門分野交流の実施文化財保護分野から県立橿原考古学研究所職員１名を中国陝西省に友好提携地方政府との 派遣 平成28年11月17日～平成29年３月17日7,423友 好 交 流 事 業 スイス・ベルン州に訪問団を派遣平成28年11月15日～19日 ７名スイスの観光戦略等の先進事例を学ぶためのセミナーを開催開 催 日 平成28年11月２日会 場 奈良春日野国際フォーラム 甍～Ｉ・ＲＡ・ＫＡ～参加者数 104名成 果 指 標 26年度 27年度 28年度友好交流事業実施件数（件） 14 13 18外国人留学生社寺、文化・観光施設入館無料パスポート（まほろばパス）の発行外国人留学生支援事業 7,927 留学生向けイベントの実施 120回成 果 指 標 26年度 27年度 28年度まほろばパス発行枚数（枚） 875 891 980東アジア諸国との良好な関係の形成に資するため、各国地方政府間の会合を開催第７回東アジア地方政府会合の開催東アジア地方政府会合 57,843 開催日 平成28年11月６日～８日の 開 催 会 場 ホテル日航奈良成 果 指 標 26年度 27年度 28年度参加地方政府数（地方政府） 41 43 41「平城遷都1300年記念アジアコスモポリタン賞」の第３回授賞式、記念フォーラム及び関連教育プログラムを国際機関との共同により実施平城遷都1300年記念 開 催 日 平成29年１月14日～16日アジアコスモポリタン賞 13,771 会 場 奈良春日野国際フォーラム 甍～Ｉ・ＲＡ・ＫＡ～、授 賞 関 連 事 業 帝塚山大学、奈良大学参加者数 延べ820名



国際交流・協力団体等が行う多文化共生または地域の国際化に係る事業に対し補助多文化共生・国際化 1,636 補助率 国際交流団体等 2／3、市町村 1／2推 進 事 業 限度額 1,000千円補助先 国際交流団体等 ２団体、吉野町166 総 合 庁 舎 管 理 費 309,291 257,693 エネルギー政策の推進［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(税 務 課) 使 10,387 エネルギー政策の推進財 3,030 事 業 名 金 額 内 容繰 109,667諸 8,628 千円 再生エネルギーの導入推進をＰＲするため、多数の来庁者が見込まれる総合庁舎屋上太陽光㊀ 125,981 109,667 総合庁舎に太陽光発電装置及び蓄電池を設置発電装置設置事業 郡山総合庁舎、橿原総合庁舎168 統 計 総 務 費 191,465 182,496 人材・組織マネジメントと財政マネジメント［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(統 計 課) 国 135,569 １ マネジメント力の強化 712千円㊀ 46,927 事 業 名 金 額 内 容統 計 リ テ ラ シ ー 千円 職員の統計知識・能力の向上を図るため、統計学講座を実施130スキ ルア ップ事 業 実施回数 ５回「統計重視の文化」を県全域に定着させ、統計リテラシーの向上を図るための取組を実施奈良県統計リテラシー 「奈良スタットイベント」の開催向 上 事 業 582 開 催 日 平成29年１月13日（奈良スタット） 市町村向け統計分析相談窓口の設置市町村職員向け統計研修の実施実施回数 ２回170 賦 課 徴 収 費 3,454,901 3,343,281 ２ 歳入の確保 33,844千円(税 務 課) 手 4,004 事 業 名 金 額 内 容諸 10,070㊀ 3,329,207 望ましい地方税の 千円 望ましい地方税のあり方について、税制調査会委員による調査研究を実4,741ありかた調査事業 施調 査 に よ る 課 税 公平かつ適正な課税に向けて、税務調査体制を充実させ、適正な申告及4,015ベ ー ス 拡 大 事 業 び納付に向けた法人の実態調査を実施



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 納税者の利便性を向上するため、多様な県税収納手段を提供県 税 収 納 手 段 の コンビニエンスストアでの自動車税等の納付20,687拡 大 事 業 マルチペイメントネットワークシステムを利用した県税の納付インターネットを利用したクレジットカード払いでの自動車税の納付自動車税徴収対策 自動車税事務所に専用窓口を設置し、自主納付の呼びかけを実施1,118強 化 事 業 滞納者に対する給与差押の強化遠 隔 地 滞 納 案 件 558 民間事業者を活用し、遠隔地の滞納案件を、効率的・効果的に整理整 理 事 業 本県の魅力を全国に発信し、県外の奈良県出身者等とのつながりを深めふるさと奈良県応援 2,725 るとともに、寄付金の受入れを促進寄 付 金 推 進 事 業 寄付金額 187,331,303円 寄付件数 616件３ 電子自治体の推進事 業 名 金 額 内 容マ イ ナ ン バ ー 千円 マイナンバー制度の導入に対応するため、国税データとの連携に係るシ9,956制 度 の 推 進 ステムを改修174 防 災 対 策 費 4,152,005 4,087,885 安全・安心の確保（防災危機管理の強化）［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］防 災 統 括 室 国 4,483 １ 県土の防災力の向上 3,849,041千円消 防 救 急 課 負 524,783 事 業 名 金 額 内 容起 3,191,200㊀ 367,419 奈 良県国土強靱化 千円 奈良県国土強靱化地域計画の着実な推進を図るため、アクションプラン200地 域計画推進事業 の適切な進捗管理を実施大和川流域の上下流の市町村間で、避難勧告等発令基準を策定するた市 町 村 住 民 避 難 264 めの検討会を開催対 策 支 援 事 業 市町村職員を対象とした避難所運営研修を実施奈良県防災の日及び防災週間（７月～９月）において、県・市町村・関係機関等が防災訓練や啓発イベント等を集中的に実施「歴史から学び、未来につなげる防災講演会」の開催みんなで取り組む 開催日 平成28年８月１日奈 良 県 防 災 活 動 1,034 啓発パンフレット「わが家の災害対策」の作成・配布 12,000部推 進 事 業 みんなで取り組む県内一斉地震訓練（ナラ・シェイクアウト）の実施成 果 指 標 26年度 27年度 28年度ナラ・シェイクアウト参加登録者数（名） 82,684 137,427 117,899



市町村防災担当者災害対応研修の開催災 害 対 応 市 町 村 972 開催日 平成28年７月１日・８日連携訓練実施事業 図上訓練シナリオを作成し、市町村へ配付近畿２府７県及び関西広域連合による合同防災訓練の実施実施日 平成28年10月23日 会場 五條市上野公園近畿府県合同防災訓練 参加者 104団体 約2,500名15,395の 実 施 災害対策本部運営図上訓練の実施実施日 平成29年３月15日 会場 奈良県庁参加者 約80名南海トラフ巨大地震等が発生した際、県内外からの大量の人的・物的支奈良県広域防災拠点 11,016 援を受け入れて被災地を迅速に支援できる広域防災拠点の整備に関する整備基本構想策定事業 基本的な方針を策定するため、施設の機能及び規模等を検討県 防 災 行 政 無 線 90,745 県防災行政無線の維持管理及び運営管 理 運 営 事 業奈良県防災行政通信 県防災行政通信ネットワークの再整備ネ ッ ト ワ ー ク 3,720,761 耐災性の強い通信回線の構築とＬアラートも利用できる防災情報シス再 整 備 事 業 テムの構築防衛省等に対する陸上自衛隊駐屯地等の配置要望及び情報収集陸上自衛隊駐屯地誘致の早期実現に向けた具体策の検討駐屯地誘致県・市検討会等の開催実施回数 10回 会場 五條市役所等陸上自衛隊駐屯地 調査候補地選定に必要となる資料の作成8,384誘 致 推 進 事 業 誘致気運の醸成のための県民向け各種イベントの開催駐屯地見学行事の開催 会場 伊丹駐屯地防災講演会の開催開催日 平成29年１月14日 会場 なら100年会館参加者 約600名災 害 体 制 の 災害対策本部事務局の設備及び被災地活動のための資機材等の充実270機 能 充 実 事 業 災害時緊急連絡員の編成 20名



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ２ 消防力の強化事 業 名 金 額 内 容消防防災ヘリコプター 千円200,715 消防防災ヘリコプターの運航管理及び航空隊の運営運 航 管 理 事 業176 消 防 連 絡 調 整 費 188,882 185,340 医療の充実［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(消 防 救 急 課) 国 26,312 救急医療体制の充実手 12,339 事 業 名 金 額 内 容㊀ 146,689 千円 奈良県救急医療管制システム（ｅ－ＭＡＴＣＨ）の運用奈 良 県 救 急 医 療 運用消防機関数 ３消防本部管制システム（ｅ－ 71,083 運用医療機関数 56病院ＭＡＴＣＨ）事業 ｅ－ＭＡＴＣＨの入力項目を簡素化するシステム改修安全・安心の確保（防災危機管理の強化）［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 消防力の強化 78,797千円事 業 名 金 額 内 容千円 補助率 過疎 5.5／10 一般 1／3 はしご車 2／10～1／20消防ポンプ車 ３台 大和高田市、御所市、広陵町消防力強化支援事業 14,299 積 載 車 ３台 桜井市、宇陀市、三宅町可搬式ポンプ １台 天川村市町村等が広域的に整備する消防救急無線の整備に対し補助補助対象 整備事業に係る市町村等の公債費のうち、地方交付税算入広域消防通信システム 38,856 額を差し引いた額補 助 事 業 補 助 率 1／2補 助 先 16市町村及び奈良県広域消防組合近畿２府７県による合同訓練の実施 参加者 約860名訓練日 平成28年10月22日・23日近畿府県合同防災訓練 内 容 大規模火災消火訓練、ビル倒壊救出訓練、倒壊家屋救出訓練25,642の 実 施 土砂災害救出訓練、孤立集落重傷者ヘリ救出訓練、救助・医療搬出訓練場 所 奈良市、橿原市、五條市



178 安全・安心まちづくり 15,207 10,444 ２ 安全・安心まちづくりの推進推 進 費 [㊀ 10,444] 事 業 名 金 額 内 容安 全 ・ 安 心まちづくり推進課 千円 安全・安心の確保のための奈良県基本計画の策定奈良県安全・安心なまちづくり旬間の普及実施期間 平成28年10月11日～10月20日 場所 県内各地全国地域安全運動奈良県民大会の開催開催日 平成28年10月８日 参加者数 約700名自主防犯・防災リーダー研修の実施 修了者数 198名開催日 平成28年10月２日、16日、11月27日 場所 奈良女子大学リーダー研修修了者を対象としたフォローアップ研修の実施開催日 平成29年２月23日 受講者数 46名場所 奈良市防災センター安全・安心まちづくり 安全・安心まちづくりアドバイザー派遣3,013推 進 事 業 50回延べ72名を自治会・自主防犯団体・自主防災組織などに派遣安全･安心まちづくりアドバイザースキルアップ研修会の開催開催日 平成29年３月12日 場所 郡山総合庁舎 ほか自主防災訓練支援事業（地域防災力向上支援ワークショップ）の開催住民が主体となり参加・実施する防災訓練を市町村とともに支援実施箇所 河合町（10月21日）、五條市（10月23日）、桜井市（10月30日）、十津川村（11月６日）、葛城市（11月27日）、斑鳩町（12月20日）防災啓発物品の整備、防災にかかる情報提供、顕彰事業 など成 果 指 標 26年度 27年度 28年度自主防災組織率（％） 83.9 84.2 75.9安全・安心の確保（犯罪抑止及び交通事故抑止対策の推進）［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 治安対策の強化事 業 名 金 額 内 容千円 奈良県地域防犯サポート事業所登録制度の運用地域の自主防犯活動を推進する企業等をサポート事業所として登録登録数 78事業所週１回、情報共有・ニーズ把握等のための巡回指導と交流会の実施巡回数 70事業所 交流会 平成29年２月16日地 域 防 犯 力 の 1,781 地域防犯重点地区支援事業向 上 ・ 強 化 事 業 自主防犯活動を伴う防犯カメラの設置を行う自治会や自主防犯団体を支援する市町村に対し補助補 助 率 1／2補助上限 200千円／地区補 助 先 生駒市、平群町、明日香村、広陵町



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ２ 交通安全の推進事 業 名 金 額 内 容千円 奈良県地域の交通安全サポート事業所登録制度の運用地域の交通安全活動を推進する企業等をサポート事業所として登録交通安全対策推進事業 93 登録数 113事業所週１回、情報共有・ニーズ把握等のための巡回指導と交流会の実施巡回数 109事業所 交流会 平成29年２月16日182 事 務 局 費 170,366 167,250 人材・組織マネジメントと財政マネジメント［「平成28年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(監 査 委 員 事 務 局) [㊀ 167,250] 内部統制事 業 名 金 額 内 容公認会計士との連携 千円 公認会計士の専門的な知見を活用し、効果的な監査の執行や新たな課題強化 によ る監査 の 115 を含めた専門的な知識・技術向上のために助言や指導を得る取組を実施専 門 性 向 上 事 業 平成28年４月27日、７月７日、８日、８月31日、10月６日、７日


